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はじめに

2015年の難民危機の際には、バルカン半島からドイツへの経路にあたる

オーストリアを非常に多くの難民が通過し、一部は国内にとどまった。当初

は彼らを支援する動きが活発となったが、やがてそうした状況に批判が集ま

り、連邦政府は難民の受け入れを規制するように政策を変更した。二大政党

であるオーストリア社会民主党（Sozialdemokratische Partei Österreichs

（SPÖ））とオーストリア国民党（Österreichische Volkspartei（ÖVP））か

らなる当時の大連立政権は、いわば「アルプスの要塞」を作ることで、政権

の延命を図ろうとしたのであった。しかし、それによって両党は、2013年に

実施された前回の国民議会選挙以降、「国民政党として自ら招いた深刻なア

イデンティティの危機に陥ったばかりでなく、特に外国人との関係において

社会の分極化を一層先鋭化させ」る結果を招くことになった。それとともに、

「外国人敵対性（Fremdenfeindlichkeit）がオーストリアにおいて社会に受

け入れられるようになった」1。

＊福岡大学法学部准教授
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この難民危機の影響を強く受けるという状況下で行われた2016年大統領選

挙では、第一回投票で二大政党の候補が惨敗し、緑の党元党首で難民の受け

入れを訴えるアレクサンダー・ファン・デア・ベレン（Alexander Van der

Bellen）と、受け入れに強く反対するオーストリア自由党（Freiheitliche Partei

Österreichs（FPÖ））の候補者であるノルベルト・ホーファー（Norbert

Hofer）が第二回投票に進出した。最終的にはファン・デア・ベレンが僅差

で勝利したものの、その当選には、難民に厳しい態度を取り、極右政党とも

指摘される FPÖ のホーファーが大統領となることを避けようとする有権者

の意向も働いていた2。

そして、翌年に実施された国民議会選挙について、政治学者のフリッツ・

プラッサー（Fritz Plasser）とフランツ・ソンマー（Franz Sommer）は、

この選挙の結果として、オーストリアにおける政治的な力関係が根本的で、

場合によっては持続的に変動していることが示されたと指摘している。彼ら

によれば、2017年の選挙では、2013年の前回選挙と比較して、それまで連立

政権を率いていた SPÖ の得票率はほぼ同じであったが（2013年の得票率は

26．8％、2017年は26．9％）、同党支持層には変化があったという。今回の選

挙で SPÖ から ÖVP と FPÖ へ奪われた票は、従来の緑の党の支持層を獲得

することで補充された。SPÖ とともに連立政権を形成していた ÖVP は

31．5％を獲得して第1党となり、FPÖ の得票率も過去最高を記録した1999

年の選挙に次ぐ26．0％に達した3。

この選挙の結果は、国外からも注目された。かつて ÖVP の選挙戦を取り

仕切り、現在は政策の助言に関する業務を行っているカール・ユルカ（Karl

Jurka）は、ドイツやフランスなどの報道内容を分析し、2017年始めには、

オーストリアの選挙へのヨーロッパの関心はまだ低かったと指摘している。

しかし同年夏以降、ドイツやフランスなどの選挙で社会民主主義政党の苦戦

が続き、フランス大統領選挙の第一回投票では国民戦線（Front National）
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の党首マリーヌ・ル・ペン（Marine Le Pen）が21．3％を獲得したほか、オ

ランダでは自由党（Partij voor de Vrijheid）が総選挙で第2党となった。さ

らに、9月のドイツ連邦議会選挙では「ドイツのための選択肢（Alternative

für Deutschland）」の得票率が12．6％に達したことから、同年秋になって、

ヨーロッパでは右翼の勢力拡大に対する不安が高まった。これらの結果を受

けて、10月のオーストリア国民議会選挙は関心を集めることになった。しか

し、オーストリアで ÖVP と FPÖ による連立政権形成の可能性があること

はすでに予測されており、選挙結果についてユルカは、懸念は示されたが

ショックを与えたわけではなかったとする。政権形成後は、若いセバスティ

アン・クルツ（Sebastian Kurz）が首相となったことが注目される一方で、

極右政党 FPÖ が治安に関する大臣ポストを握ったことや、同党とロシアと

の関係が問題視される点が批判的に報道された4。

本論文ではまず、2017年のオーストリア国民議会選挙において FPÖ がど

のような主張を展開したのか、どのような立場を示したのかについて検討す

る。次に、選挙結果に関する調査に基づいて、FPÖ の投票者層を中心とし

つつ、他党の投票者層についても、その構成や特徴を確認する。そして、選

挙結果に対する評価に関して、FPÖ の立場と同党への批判者の立場から分

析する。その後、FPÖ と ÖVP による連立政権について、FPÖ が与えた影

響を中心に整理する。最後に、2017年国民議会選挙以降の FPÖ や同党の国

民議会議員と極右思想の関連について明らかにする。これらの作業を通じて、

FPÖ とその極右思想をオーストリア政治の中にどのように位置づけること

ができるかを考えたい。

1．野党としての FPÖの主張

近年、FPÖ は自らを「社会的な故郷の政党（Die soziale Heimatpartei）」

と称している。この名称は、2017年の国民議会選挙でも引き続き使用された。
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オーバーエースタライヒ州 FPÖ の党首で、同州の州首相代理も務めるマン

フレート・ハイムブーフナー（Manfred Haimbuchner）は、「10年後にも、

まだ我々が我々の故郷と認識するオーストリアを維持する」ことを目的とし

てこの名称を使用していると述べている5。FPÖ は、このような基本的自己

認識を示し、ナショナリズムに基づく主張を展開している。

より具体的に、幹部の発言を確認してみよう。学生組合であるブルッシェ

ンシャフト（Burschenschaft）には極右主義的傾向があると言われるが、

ウィーンのブルッシェンシャフトであるオリンピアの出身で FPÖ の国民議

会会派幹事長（Kulbdirektor）を務めるとともに、同党のシンクタンクであ

る「アッターゼー・サークル（Atterseekreis）」の責任者でもあるノルベル

ト・ネーメト（Norbert Nemeth）は、2017年5月、その機関誌『アッター

ゼー・レポート（Attersee Report）』において、問いに答える形で FPÖ の

立場を説明している。彼は EU を、経済の領域を中心に「加盟国が国際法的

な基盤に立って可能な限り密接に協力する」組織としたいとする考えを示し、

各国から主権を譲渡された超国家的機関となることは拒否すると答えた。そ

して、FPÖ にとって決定的に重要なのは EU からの脱退ではなく、諸条約

の改革であると述べている。その内容として具体的には、直接民主主義や、

法律制定のための「真の住民のイニシアティヴ」の強化を求めている6。

また、内政に関してネーメトは、2015年に本格化した「難民危機」に対す

る連邦政府の対応について、「厚かましいにもほどがあった」と強く批判し

た。彼は、SPÖ と ÖVP からなる大連立政権によって税金が外国人のために

使われているとして、人々がオーストリア人として、「自分たちの国家に、

もはや何ひとつ価値がない」と感じていると主張した。さらに、大連立政権

が庇護申請の上限を設定する議論を行うなど、積極的に難民を受け入れる立

場からその受け入れを制限する立場へと姿勢を変えていることについては、

政権が「圧倒的に非生産的な外国人の流入をストップさせたい」という態度
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を装っていると断定して、そうした政権の対応を「粉飾」だと攻撃した。そ

して彼は、「真の方向転換」は、FPÖ の連邦党首であるハインツ－クリスティ

アン・シュトラーヘ（Heinz-Christian Strache）のもとで、党が政権参加す

ることによって初めて実現するとの見解を示した7。

一方、ハイムブーフナーらはどのような形で政権を批判したのだろうか。

FPÖ の機関紙である『新自由新聞（Neue Freie Zeitung）』で確認してみよ

う。連邦政府の庇護政策に対するハイムブーフナーの批判は、治安の問題と

結びつけられたものであった。オーバーエースタライヒ州ヴェルスで開かれ

た、FPÖ が国民議会選挙の選挙戦を開始する式典で彼は、2015年以降の「難

民危機」について、連邦政府は政策的に失敗したと断じ、その理由を連邦政

府や EU などには治安に配慮する意志がなかったからであるとした。また、

制御されることのない大量の移民があり、オーストリア人と移民がそれぞれ

の異なる社会を構成するパラレルな社会（Parallelgesellschaft）が存在して

いるとも指摘した。そして、暗い中で女性が避けるような、物騒な公共の場

所が存在しているとして、「今日、我々はどこの国に暮らしているのか」と、

自国の治安に関する状況に疑問を呈した8。

さらに、2016年の大統領選挙で決選投票に進んだのちに僅差で敗れた国民

議会第三議長のホーファーは、SPÖ と ÖVP による連立政権によって、オー

ストリアが戦後構築してきた社会国家という国家のあり方のみならず、オー

ストリア人自身の安全も危険にさらされていると批判した。そして、「オー

ストリアは庇護提供国（Asylland）ではない」と述べるとともに、「イスラ

ムはオーストリアの一部ではない」とまで主張した9。そして党首シュトラー

ヘは、選挙後には連立することになる ÖVP の新たな党首となったクルツに

ついて、大連立政権では国内の外国人の統合を所管する大臣として難民の受

け入れを担当していたことを批判して、「オーストリアにおいてイスラムに

赤絨毯を広げた」「決して信頼には値しない」人物であると否定し、「オース
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トリアのイスラム化（Islamisierung）を止める」と宣言した10。

このように、FPÖ は難民の受け入れに非常に厳しい態度を示していた。

一方で、選挙前に ÖVP では、大連立政権で難民危機に対処し、オーストリ

ア、そしてドイツなどを目指す難民たちに対する人道的な取り組みとして広

がった「歓迎の文化（Willkommenkultur）」を統合大臣として担ったクルツ

が党首となった。しかしその後、彼の指導下で、ÖVP は難民の受け入れに

厳しい態度を示す選挙戦を展開するようになった。そしてこの点は、FPÖ

から強く批判されることになった。すなわち、FPÖ からすれば、自らこそ

が当初から厳格な外国人政策を求めていたのであって、クルツらの態度の変

化は自党の政策を後追いしているのでしかなかった。ゆえに、シュトラーヘ

にとっては、クルツのように「イスラムはオーストリアの一部であると繰り

返し強調していた」者が、FPÖ が唱えてきた外国人政策を取り入れたよう

な状況について、「理解の遅い者は国家に必要ではない」のであった。彼は、

クルツのような「模倣者ではなくて実行力のある者が必要」であると主張し

て、自信の存在を誇示した11。

こうした、難民をはじめとした外国人に対する FPÖ の厳しい態度は、労

働者層によって支持されることになった。シュトラーヘは、彼らから大きな

支持を得るようになった FPÖ を「勤勉で熱心に働くオーストリア人の誠実

な利益代表者」であると自称する一方で、これまで労働者政党として存在し

てきた SPÖ が「小市民の利益を代表するという、信頼に値するあらゆる点

を失っている」と批判した。そして、「ブルーノ・クライスキー（Bruno

Kreisky）が、SPÖ が野垂れ死にするようなところを見たならば、さぞかし

草葉の陰で嘆き悲しむであろう」と、かつて国民の大きな支持を集めた連邦

首相であった SPÖ の党首の名を挙げて、同党が労働者層などから支持を失っ

ていることを揶揄した12。実際に、1990年の国民議会選挙ではオーストリア

労働総同盟（Österreichischer Gewerkschaftsbund（ÖGB））組合員の62％
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が SPÖ に投票していたものの、2017年には ÖGB 組合員で SPÖ に投票した

者は44％に減少し、25％は FPÖ に投票していたのであった13。

2．2017年国民議会選挙

（1）選挙の結果分析－誰が FPÖ に投票したのか

プラッサーとソンマーの調査によれば、2017年選挙では、2013年に行われ

た前回の選挙から他の政党へと投票先を変更した有権者が約36％に上ってお

り、国民議会選挙において支持政党を持たない意識的浮動層（Wechsel-

wähler）の割合はこれまでで最も高かったという。また、1990年代には、

特定の政党に対してシンパシーを感じている有権者は60～70％程であったが、

今回の選挙でそのような感情を抱く有権者は34％にとどまった。特定の政党

とのつながりを持たない有権者が66％に上る状況は、これまでの国民議会選

挙で最も高い割合であると指摘される14。

2017年国民議会選挙の投票率は80．0％であった。前回の選挙と比較して7．5

ポイント増の31．5％（62議席）を獲得した ÖVP が第1党となり、FPÖ は同

5．5ポイント増の26．0％（51議席）で第3党であった。一方、SPÖ は得票率

を伸ばすことができず、前回（26．8％）並みの26．9％（52議席）で第2党と

なった。また、緑の党はマイナス8．6ポイントと得票率を大幅に減らして3．8％

にとどまった。そのため、議席配分を受ける条件である4％の阻止条項を突

破することができず、国民議会の議席を失った。また、緑の党から離党した

ペーター・ピルツ（Peter Pilz）が率いる Liste Pilz は4．4％で8議席を獲得

し、NEOS は0．3ポイントの微増で5．3％（10議席）を得た。

ここでは、どのような層がどのような動機で投票したのかを、オーストリ

ア放送協会（Österreichischer Rundfunk（ORF））が調査機関の SORA と戦

略分析研究所（Institut für Strategieanalysen（ISA））に委託して行われた

調査をもとに、FPÖ を中心として確認してみよう15。
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FPÖ の投票者は他の党と比較して女性よりも男性の方が明らかに多く、

女性は全投票者の22％が FPÖ に投票したのに対して男性は29％が同党に投

票していた。ÖVP も男性が33％、女性が30％と、男性の方がやや上回った

が、SPÖ や緑の党では女性の方が男性よりも多かった。また年齢別では、SPÖ

や ÖVP には60歳以上の投票者が多く、この年齢層では34％が SPÖ に、36％

が ÖVP に投票していた。一方 FPÖ は、29歳以下の年齢層の30％、30歳か

ら59歳の層の28％を獲得しており、これらの年齢層からの得票は60歳以上の

層（19％）と比較して明らかに多かった。

職業別では、SPÖ はもはや「労働者政党」と呼べる状況にはなかった。

労働者の59％は FPÖ に投票しており、SPÖ に投票したのは ÖVP（15％）

よりもわずかに多い19％に過ぎなかった。従業員でも SPÖ は FPÖ とともに

26％にとどまり、ÖVP が最多の31％の票を得ていた。SPÖ への投票者が最

も多かったのは年金生活者（39％）で、この層からの得票は ÖVP も33％で

あったのに対して、FPÖ は16％であった。ゆえに、FPÖ の投票者層には労

働者が多く、さらに二大政党の投票者層と比較して年齢が若いことが指摘で

きる。

さらに、学歴別でも FPÖ の投票者層には明確な特徴があった。SPÖ は義

務教育修了者と大学卒業者の層からそれぞれ33％、31％を得票し、ÖVP は

職業教育中等学校卒業者（41％）と高校に当たるギムナジウムの卒業資格試

験合格者であるマトゥーラ保持者（42％）で最多の得票であった。一方、FPÖ

は義務教育修了者の33％、職業訓練修了者（Lehrabschluss）の37％を獲得

したものの、マトゥーラ保持者では10％、大学卒業者では7％の得票に過ぎ

なかった。したがって FPÖ は、教育水準の低い層からの得票に偏る傾向が

示された。これらのデータから、2017年の国民議会選挙でも、FPÖ は男性、

若い年齢層、労働者、教育水準の低い層から支持される政党であったと言う

ことができる。
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調査からは、FPÖ の投票者層がオーストリアの政治や社会の現状に強い

不満を持っていることも明らかとなっている。2013年の前回選挙以降、オー

ストリア社会がどのように発展したかについて、「良かった」と評価するか、

「悪かった」と評価するかという問いでは、「良かった」と答えた層の56％

が SPÖ に投票し、「変化なし」と答えた層でも33％が同党を支持した。それ

に対して、「悪かった」と答えた層では49％が FPÖ に投票していた。この

「悪かった」と考える層では、9％が SPÖ に、30％が ÖVP に投票してい

たが、ÖVP は3つの層のすべてで30％前後の票を得ていたことから、2013

年以降の社会の変化に否定的な層で FPÖ を支持する傾向が強く表れていた。

それゆえ、この4年間の大連立政権の統治に対しても、FPÖ の投票者層

は厳しい評価を下している。大連立政権に不満を持っていた層では35％が

FPÖ に投票していたが、満足していた層で彼らを支持したのはわずか4％

でしかなかった。満足している層の60％は SPÖ に投票していたが、ÖVP に

は、満足している層の26％と不満を持つ層の34％が投票しており、SPÖ と

ともに連立政権を構成していた同党への評価は二分されていた。こうした結

果は、オーストリアが公正な国家であるか否かという問いに対する回答にも

示されている。公正であると答えた者の42％は SPÖ に、37％は ÖVP に投

票していたのに対して、FPÖ に投票したのは9％にとどまった。不公正で

あると答えた層では53％が FPÖ に投票し、ÖVP は24％、SPÖ はわずか4％

であった。

SORA と ISA のこの調査では投票動機についても聞いている。それによ

れば、投票態度を決定するために重視した事柄は、ÖVP 投票者では42％が

比例リストの筆頭候補者を重視し、党の政策を挙げたのは15％のみであった。

FPÖ に投票した層では逆に、34％が党の政策を挙げ、筆頭候補者を重視し

たのは5％に過ぎなかった。むしろこの FPÖ 支持層では、同党が社会の様々

な弊害（Missstand）をチェックするということを重視した者が12％いた。
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SPÖ では、政策と筆頭候補者を重視したのはそれぞれ22％、20％という結

果であった16。

選挙戦に際して有権者が議論したテーマは、難民の庇護とその統合や、社

会福祉に関する事柄が多く、治安や雇用などがそれらに続いた。SPÖ の投

票者層では社会福祉が最も多く（57％）、難民の庇護とその統合はそれに続

く48％であった。また ÖVP では、難民の庇護とその統合が最多の55％で、

次に社会福祉が41％だった。これに対して、FPÖ の投票者層では非常に特

徴的な結果が現れていた。難民の庇護とその統合に関心を持つ割合は88％と

極めて高く、治安も69％の注目を集めていた。社会福祉はそれに続く60％で

あった。

さらに調査では、選挙後の政権の形態や民主主義への考え方についても質

問をしている。それによれば、SPÖ の投票者層では同党と緑の党あるいは

ÖVP との連立が望まれていたが、ÖVP の投票者層では40％が ÖVP と FPÖ

との連立を好ましいと考えていた。そして、FPÖ の投票者層では60％が FPÖ

が ÖVP と連立することを望んでいた。この結果からは、ÖVP と FPÖ 双方

の支持層に両党の連立を求める傾向があったことがうかがえる。また、問題

があろうとも民主主義は最善の政治形態だとの質問には、全体の72％が「非

常に賛成」で「ほぼ賛成」とあわせて94％が賛成していたが、FPÖ の投票

者層に限定すれば、「非常に賛成」は48％にとどまり、「ほぼ賛成」が41％に

上る結果となった。

一方、プラッサーとソンマーは、SORA と ISA とは異なる調査に基づい

て、2017年の国民議会選挙の結果を導いた中心的な要素として3つの点を挙

げている。その第一は、有権者の中にある、新たな変化の到来や政治的な停

滞の克服を求める人々の希望である。この傾向はとりわけ、首相候補として

選挙を率いた ÖVP の党首クルツを支持する有権者にとって強く現れ、彼ら

の中心的な動機となった。第二は、移民受け入れと外国人の統合という問題
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である。この問題は、選挙戦における他の重要なテーマを覆い隠すほどに重

視されるものであった。そして第三に、投票する政党を決定する上で、どの

ような連立政権を望むかという戦略的な考慮が大きな意味を持っていたとい

うことである。プラッサーらによれば、オーストリアが誤った方向に発展し

ていると考える有権者は、2013年の選挙時には34％であり、その理由として

外国人問題を挙げたのは4％に過ぎなかった。しかし2017年には、誤った方

向に発展していると答えた者は69％へと倍増し、移民受け入れやその統合と

いう問題を理由としたのは44％に達した。これらの問題は、経済政策や税制、

社会政策、労働政策といった従来から重視されてきた争点よりも多くの有権

者の関心事となり、国民の中でその判断は分かれていた。また、犯罪やテロ

の脅威も重要なテーマとなり、移民受け入れの問題とも関連付けられた。こ

うした、外国人や犯罪、テロの問題を重視し、オーストリアが外国人を受け

入れる余地はもはやないと考える有権者は FPÖ や ÖVP に投票した。とり

わけ、より一層の難民や移民がオーストリアに流入することを心配する有権

者は、FPÖ に投票する傾向が強く見られた17。

プラッサーらによる調査でも、各党に投票した有権者の投票動機が分析さ

れている。それによれば、ÖVP の支持層では、新たな党首となったクルツ

がオーストリア政治に変化をもたらし、政治の停滞を克服してくれるとの期

待が大きかった。FPÖ に対しては、同党の外国人に対する厳格な政策が支

持された。また、SPÖ と ÖVP がこれまでと同様に引き続き大連立すること

を防ぎ、FPÖ の政権参加が実現することで政治が変化することも期待され

た。それに対して SPÖ への投票者では、当時の首相であり、今回の選挙で

党の筆頭候補者であったクリスティアン・ケルン（Christian Kern）に対す

る支持が強かったほか、ÖVP と FPÖ による連立政権が形成されることを防

ぐということも重要であった18。

こうしたことから、プラッサーらは、2017年選挙に関して以下の3つの点
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を指摘している。その第一は、2015年半ば以降、オーストリアの国内政治に

おいて難民危機への対応が中心的なテーマとなったことである。この問題に

よって、選挙戦での議論は活発化するとともに情緒的にもなり、政治の分極

化が進んだ。第二に、政治的な停滞を克服し、変化がもたらされることが期

待され、クルツがこの期待を成功裏に取り込んだことである。そして第三に、

選挙後に形成される連立をめぐって国民が選択を迫られ、それは例えば、緑

の党支持者が ÖVP と FPÖ の連立を防ぐために SPÖ に投票するといった形

で示されたことである19。

（2）選挙結果をどう評価するか

政治学者のマティーアス・ファルター（Matthias Falter）は、今回の国民

議会選挙は既成の政治に対する抵抗の表れであって、FPÖ が勝利したこと

は、国民の間に、不平等に関する議論と権威主義的な態度が著しく広がった

ことを視野に入れなければ説明できないと述べている。彼によれば、危機の

時代には、業績や競争という原理が持っている問題点や、それによって不平

等が増大する背景が問われるのではなく、これらの原理が極端な形で思考さ

れ、社会のあらゆる領域に転用されるという。そうした中、経済的な変化や、

地位や特権の喪失に対する主観的な不安は、弱者に対して社会ダーウィニズ

ム的に侮蔑することや、ある特徴を持った他者を処罰ないし排除したいとす

る願望と結びつくとされる。多くの者たちにとっては、こうした事柄が自ら

の生活状況の改善よりも重要であるように見えるのである。このような既成

政治への抵抗は、文化的でエスニックなカテゴリーづけに基づいて上から権

威主義的に行われる。その際には、多数者の意思の表明という点で直接民主

主義的な手続きが求められ、政治以前の評価基準に基づいて推定された民族

概念とも結びつくことで、民主主義の持つ排他的な側面が立ち現れることに

なる。こうしたことが、「経済的に不利な立場に置かれた者たちや自らの地
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位に対する不安に駆り立てられた中間層の、困難な、しかし多数派としての

同盟」を可能にするのである。しかしそれは、最終的には、社会の連帯をさ

らに弱め、社会の各層が事実上、互いに距離を置く結果を導くことになると

される。こうしたことを通じて、政治的に中道の位置にある人々が強く影響

を受け、極右的な立場が政治的な空間で標準化（Normalisierung）すること

に大きく関与することになる。今日では、強い指導者が望まれるとともに、

法と秩序を重視する思考が強化されている。このような思考は、社会の少数

派や、政治的、社会的、民族的な違いに対して敵対的に適用される。

オーストリアにおいては、社会の民族的な分化や文化的アイデンティティ

に関する政策が議論の対象となるようになっており、社会的な対立や犯罪、

教育政策に関する問題はもっぱら移民受け入れの観点から論じられるように

なった。同国の大衆文化に関しては、伝統やしきたり、農村の伝統といった

点で懐古的な傾向が明らかになる一方で、選挙戦における二大政党の議論は、

主として移民や難民、そしてオーストリア人以外の者たちが社会権を乱用し

ているとされる問題に集中することになった。

移民やその統合といったテーマは、これまでは主に FPÖ によって取り上

げられてきたが、2017年の選挙では、二大政党の選挙戦が過去の選挙とは変

化していたとファルターは指摘している。第一に、移民受け入れ政策につい

て、与党である二大政党がその政権において FPÖ の主張をすでに取り入れ、

経済的な観点というよりはアイデンティティの観点から法体系に組み込んで

いたという。そして、今回の選挙で新たな点として第二に、ÖVP が新党首

クルツの下で、彼の名前を冠した比例代表名簿「リステ・クルツ」として選

挙を戦い、政策の中に FPÖ の主張の多くを組み込んでいたということであ

る。クルツの選挙戦は、イスラムの難民に対して敵対的であり、移民の受け

入れとその統合に関して厳格な政策を約束するというものであった。それに

よって彼は、非イスラム教徒である「我々」とイスラム教徒である「彼ら」
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の間に境界線を引き、支持者を動員した。それとともに、業績を収め、成功

することを礼賛して、貧困にあえぐ社会的弱者への軽蔑を誘発し、「業績を

担う者」「勤勉な者」と自己認識する有権者へと支持を広げた。反イスラム

と、業績や成功という有権者を動員する2つの主張に基づいて、ÖVP は選

挙戦の議論を権威主義的で保守的な方向へと収斂させた。ファルターは、極

右主義的で右翼ポピュリズム的立場を ÖVP が常態化させ、受け入れたこと

は過小評価されるべきではないと強調する。彼は、のちに連立を組んだ ÖVP

と FPÖ の立場と政策目標は、民主主義の一層の空洞化と権威主義的転換の

危機であると警戒感を示している20。

一方、FPÖ に近く、極右主義的な主張を繰り返してきた月刊誌『アウラ』

でも、選挙で第1党となった ÖVP について、彼らが FPÖ の主張を取り込

んで支持を拡大したことが論じられた。この点について同誌は、ÖVP が、

FPÖ から「明らかに盗作された思想を用いて、有権者層に新たな希望を呼

び覚ますことに成功した」との表現で批判した。また、選挙の結果に対して

は、FPÖ が主張するナショナリズムや排外主義的な主張を肯定し、「我々の

オーストリアと、元来オーストリアに住む人々の利益が重要であるというこ

と」が多くの有権者に受け入れられたと評価した。そして、その実現は「FPÖ

によってのみ保障されている」と断定したのであった21。『アウラ』によれば、

いわば「クルツは FPÖ をコピーし」、庇護と移民受け入れ政策や、ヨーロッ

パ政策において FPÖ の人気ある政策を ÖVP の政策へと導入したのであっ

た22。

選挙の結果が示している意味について、『アウラ』はその論説において、「国

民は変化と、大連立的なプロポルツと停滞の終焉を望んでいる」と評した。

その上で、FPÖ が1999年の国民議会選挙で26．9％を獲得して政権参加した

のち、2002年選挙では10．0％にまで大幅に支持を減らしたことを念頭に、当

時の党首であったイェルク・ハイダー（Jörg Haider）の「時代の失敗をも
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はや繰り返してはならない」と強調された。この論説では、選挙での FPÖ

の勝利と期待される政権参加を前提に、いくつかの点から FPÖ を擁護する

主張が展開されている。まず、シュトラーヘとクルツの間で行われる連立交

渉については楽観視していたものの、この交渉に障害となる勢力として、変

化を嫌う ÖVP 党内の幹部や同党を構成している諸同盟を挙げた。また、SPÖ

や労働組合、ORF などのメディアや反ファシズム団体などを名指しして、

彼らが FPÖ の政権参加に反対する理由を「ポストや役得、それらに伴う影

響力を失うことへの不安」にあると指摘した。一方で、極右主義的なブルッ

シェンシャフトについては、FPÖ の国民議会議員のうち誰がその出身であ

るかについて取材する「いかがわしいジャーナリスト」を罵りながら、ブルッ

シェンシャフトこそが200年前に「ドイツ語圏において、最初に民主主義、

基本権、法治国家を支持した」と主張した。さらに EU に関しては、「市民

の権利を制限し、国民国家においてのみ機能しうる民主主義を（EU という）

多民族の連邦国家のために廃止しようとするヨーロッパ連合」に対して、新

たな連邦首相となるクルツがどのように対応するかへの関心が示された。そ

して、ハンガリーのヴィクトール・オルバン（Viktor Orbán）政権など東欧

諸国を見渡して、オーストリアがそれら諸国を参考にするために「東に目を

むけ、ヨーロッパの再配置や再植民によって民族的な構造を不可逆的に破壊

したいと考える、政治の西側の弁護人を見放すこと」を求めた23。

また、党の機関紙『新自由新聞』では、FPÖ が勝利した選挙の結果につ

いて、党首シュトラーヘによって「オーストリアにおいて変化への希望」が

示されたものであるとの評価が掲載された。彼は、党が連立政権に参加する

上で重要な政策として、オーストリア国境の警護、「冷酷な累進税率」の廃

止、国民の税負担の軽減、難民のための基礎的な生活保障を現物給付へと切

り替えることを挙げた。そして、政権参加の条件として「治安を守る政党で

ある FPÖ」のために内務大臣のポストを充てるよう要求した24。

極右政党の政権復帰（東原） ―677―

（15）



こうして、FPÖ に近い雑誌や機関紙は勝利を歓迎し、その意義を強く訴

えた。しかし一方で、ジャーナリストのハンス－ペーター・スィーベンハー

ル（Hans-Peter Siebenhaar）は、選挙に際しての FPÖ の戦略的な言葉の選

択を指摘している。今日では、シュトラーヘや他の FPÖ の政治家は、外国

人に敵対的な政策や反ヨーロッパ的な政策とほぼ同じ内容であっても、穏健

な言葉の選択をし、かつての選挙戦の際に行ったような過激な反イスラム的

表現のようなものは使用していない。こうした戦略によって彼らは、新たな

投票者層を開拓するとともに、中産階級の有権者が支持層から離脱するのを

回避しようとしたのであった25。

3．右派連立政権の成立

（1）連立の形成

1999年の国民議会選挙では、FPÖ は26．9％を獲得して第2党となり、2000

年に ÖVP と連立した。しかし、政権参加後の2002年に行われた選挙では得

票率を10．0％にまで減らし、大きく支持を失った。そうした経験をふまえて

党首のシュトラーヘは、党が「2000年の失敗」から学んでおり、その失敗を

繰り返さないと強調した26。

その FPÖ と再び連立することになるのは、第1党となった ÖVP であっ

た。ジャーナリストのミヒャエル・フェルカー（Michael Völker）は、FPÖ

をそのシンボルカラーに基づいて「青い悪魔（blauer Teufel）」と表現し、

選挙戦で SPÖ と ÖVP が FPÖ を連立パートナーと見ていたが、ÖVP と FPÖ

の連立が成立することは明らかであったと指摘した27。そして、ÖVP の党首

クルツをポピュリストであると指摘するのは、スィーベンハールである。彼

は、2013年に27歳で外務大臣に就任したクルツが、人々の心を引きつけ、大

衆受けする人物であることは認めつつも、同時に、「クルツの礼儀作法の正

しい外面の背後には」「中産階級のポピュリスト（bürgerlicher Populist）が
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隠れている」と断言している。スィーベンハールは、クルツがヨーロッパに

やって来る不法移民を一つの島に収容することを提案しているとして、その

ような主張に対して、クルツが「ヨーロッパの人道的な立場の根幹を揺るが

すことや自国を分断することを、それが自らに政治的に有益なのであれば問

題ない」と考えていると批判している。それゆえクルツにとっては、難民政

策に関して国内外の極右や右翼のポピュリストとの間で利益の一致が見られ

るのであり、2017年の国民議会選挙に際しては、FPÖ こそが連立しうる選

択肢なのであった28。

また、反ファシズムの立場からは、移民に対する態度以外にも、社会観、

EU 域外との境界における武装警備や EU の要塞化への願望という点で、

ÖVP と FPÖ には共通点があるとされる。そして、2017年以降は EU や共通

通貨ユーロに対する明確な支持もそれに含まれると指摘されている29。さら

に、ÖVP と FPÖ による連立交渉において「権威主義的で保守的な政権構想」

が明らかになったとの批判も上がった。具体的には、庇護政策の一層の厳格

化、民族主義的な（völkisch）女性観と家族観の導入、ドイツの労働市場改

革をモデルとした社会政策などが挙げられている30。そのような改革は、ÖVP

の支持者には影響が少ないのに対して、労働者層などの FPÖ の支持者には

大きな影響があり、同党指導部とっては慎重な配慮を要するものであった。

社会政策の分野は、外国人問題とは異なって両党の政策に大きな隔たりが存

在したのであった31。

さらに、FPÖ が求めた、飲食店での禁煙を義務づける政策の廃止や分散

化した健康保険機関の統合は、ÖVP 党内の抵抗を引き起こす可能性があっ

たほか、両党間で対立の元となるものであった32。フェルカーは、ウィーン

大学による調査に基づきながら、移民受け入れなどの政策については右派的

な傾向を持つ支持者が、社会政策や経済政策の点では、特に FPÖ 支持層を

中心にむしろ左派的な立場を示しているとして、保守政党である ÖVP との
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間では「政策内容のレベルで多くの対立の火種」が存在することを指摘した33。

しかし同時に、FPÖ は、自身が労働者の味方であることも繰り返し強調

している。新政権の失業問題への取り組みについて機関紙『新自由新聞』の

インタビューで問われた幹事長（Generalsekretär）のヘルベルト・キック

ル（Herbert Kickl）は、それまでの大連立政権による政策の問題点として

「非 EU 諸国からの移民がコントロールされていないこと」と「東の EU 諸

国に対して労働市場が完全に軽率に開放されたこと」を指摘し、連立交渉に

おいて「労働市場というテーマは、我々にとって決定的な点である」と述べ

た34。党の路線を決定的に特徴づけ、選挙戦の方針を設定し、党首シュトラー

へや FPÖ のイメージの修正を行うキックルは、党内で大きな影響力を持っ

てきた人物であり35、党にとって重要な発言であった。

（2）連立政権

連立政権は2018年12月に成立した。この政権で FPÖ は、副首相、警察や

外国人政策などを担当する内務大臣、外務大臣、国防大臣といった重要な役

職を占めた。極右主義的な主張を繰り返し掲載してきた『アウラ』の2017年

10月号の論説では、内務省が FPÖ によって率いられることが「不可欠の条

件」であろうとの考えがすでに主張されていた36。内務大臣には FPÖ の幹

事長であるキックルが就任したが、彼は、同誌によれば「「極右主義的」「人

種主義的」「外国人に敵対的」と焼き印を押された（gebrandmarkt）」37とさ

れるインターネットサイトで活動するアレクサンダー・ヘーフェール（Alex-

ander Höferl）を自身の報道官に任命した。また、連立政権成立後の『アウ

ラ』2018年1月号の論説では、労働・社会・保険・消費者保護大臣のポスト

を FPÖ が得たことも歓迎された。この社会大臣のポストを獲得したことで、

外国人に対する支援についても同党が担当することになり、それによって外

国人による社会保障の「乱用が除去されなければならない」と主張された。
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さらに、トルコとの社会保障協定はもはや必要ないとして、その廃止が求め

られ、「トルコにいる両親やそれ以外の近親者の受診や投薬のための支出や、

場合によってはオーストリアで徴収された税金を用いた詐欺に資金を出す必

要はない」と訴えた38。そして、2016年の大統領選挙に出馬し、決選投票に

進んで僅差で敗れたホーファーは、オーストリア連邦鉄道（Österreichische

Bundesbahn（ÖBB））などのインフラを管轄する交通・革新・技術大臣に

就任した。『アウラ』は、SPÖ がこの大臣ポストを握っていたことを念頭に、

彼が「社会主義的な時代の残骸を除去することに熱意を持ってとりかかる」

との展望を示した。具体的には、それまで SPÖ が占めていたポストである

ÖBB の監査役会議長について、SPÖ のシンボルカラーである赤から「色を

塗り替える（umfärben）」ことが必要であるとされた39。

ÖVP と FPÖ による連立政権では、経済政策において ÖVP は産業界の代

弁者であり、FPÖ もまた新自由主義的な立場にあった。両党による連立政

権の特徴的で新たな政策として差し当たり指摘されるのは、労働時間に関す

るものであった。彼らは、一日12時間、一週間では60時間の労働が可能な制

度の導入を掲げた。これは、これまでの労働政策を大きく変えるものであっ

た。また、失業保険制度の縮小や労働法違反に対する罰則を弱めることなど、

「ÖVP と FPÖ はオーストリア企業へのプレゼントを配っている」と指摘さ

れたのである40。

このような ÖVP と FPÖ による黒青連立について、ジャーナリストのマ

リオ・ツェンホイゼルン（Mario Zenhäusern）は、それまで続いた SPÖ と

ÖVP による赤黒連立との違いを見出している。彼は、赤黒連立が連立政権

を形成する上で緊急避難的に作られてきたのに対して、黒青連立は「時間を

かけて周到に準備された」ものであったとの見解を示している。ツェンホイ

ゼルンによれば、ÖVP と FPÖ による連立では両陣営の間に政治的な調和が

存在しているとして、この連立はかつての赤黒連立における政治的停滞や、
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SPÖ と ÖVP が相互の政策に対して抵抗したり、責任転嫁したりすることに

対するアンチテーゼと判断されるものであった41。

4．FPÖ政治家と極右思想

オーストリアの極右主義や FPÖ に関する専門家であるヘリベルト・シー

デル（Heribert Schiedel）は、FPÖ が「今日、その歴史上これまでにない

ほど、ドイツ的で民族主義的な（deutsch-völkisch）学生組合出身者によっ

て影響を受けている」と見ている。2017年の国民議会選挙の結果、ブルッシェ

ンシャフトなどのそうした傾向を持つ学生組合の出身者は、FPÖ の51人の

議員のうち20人であった。さらに、FPÖ の連邦幹部会では、ブルッシェン

シャフトなどの出身者は過半数を占めていた。シーデルは、2005年にハイダー

率いるオーストリア未来同盟（Bündniss Zukunft Österreich（BZÖ））が分

裂して以降、FPÖ が再び「ブルッシェンシャフトの政党」になったと判断

している。2011年に、当時の党首であったハイダーのもとで削除されていた

ドイツ民族共同体への信奉（Bekenntnis）は、2016年の大統領選挙に出馬し、

決選投票にも進んだホーファーによって再び党綱領に書き込まれた。ホー

ファーもまた、ブルッシェンシャフトの出身者である。

また、ブルッシェンシャフトの中心的機関誌でもある『アウラ』42に、国

民議会選挙が行われた2017年に掲載された記事を分析したシーデルは、同誌

では多くの FPÖ 幹部が記事の執筆者となっており、反ユダヤ主義的主張が

展開されていると指摘している。そして彼は、FPÖ が『アウラ』における

「そのような公然とした反ユダヤ主義を、「イスラムの」反ユダヤ主義に対

抗する闘いをあからさまに支持したり、イスラエルとの見せかけの連帯を通

じたりして覆い隠そうとしている」と批判している。こうして、反ユダヤ主

義的な立場から距離を置くことを FPÖ 自身が求めていないということは、

党の「権威主義的で人種主義的な政治の漸進的な常態化」を示しているので
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あった43。

FPÖ の極右主義的な思想は、2017年に成立した ÖVP との連立政権の政権

綱領にも反映されている。女性政策では、女性は「社会的で生活に決定的な

意味を持つあらゆる領域において責任を引き受け、それを負っている」とさ

れ、そのための例としては、「育児や介護、教育、経済、環境あるいは無給

の活動」が挙げられている。この政権においては、女性政策は家庭生活と職

業が両立する可能性をふまえて取り上げられており、ここで示された家族と

は、政権にとっては「男女が共同で担うべきもの」であると位置づけられて

いる44。一方で、家族について同性同士のパートナーシップや一人親世帯な

どに対する言及はなく、したがってそうした形態は家族の前提とされていな

い。また、家族は「我々の社会の基礎である」とも認識されている。その家

族は、「諸世代とパートナーがともに担う相互の責任によって特徴づけられ

る、あらゆる社会の最も重要な核である」として、政権が想定するところの、

「男女が共同で担うべき」家族が社会の中心に位置づけられている。しかも

政権綱領では、「家族は子どもたちが暮らすところ」であるとされており、

子どもがいない家族の形態は想定されていない点も指摘されよう45。

教育政策に関しても、FPÖ の極右主義における優勝劣敗の思想とも結び

つきうる新自由主義的な価値観が見出される。政権綱領では、「あらゆる形

態の学校における」教師の「成果や結果に基づく給与体系の創設」が唱えら

れた46。また、「経済的な専門知識に裏付けられた能力や企業家の思考がカリ

キュラムの一部として組み込まれる」47などの形で、教育に対する連立政権

の考えが表明された。

こうしたことからシーデルは、ÖVP と FPÖ による連立政権の政権綱領で

は、女性や家族、教育や民主主義に関する項目において、「ブルッシェンシャ

フトの反フェミニズム的で、異性間の恋愛を前提とし（heteronormativ）、

エリート的、人種主義的、権威主義的な世界観」が表れていると批判している48。
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また、人的にも、政権への極右主義的なブルッシェンシャフトの影響が明

確に現れている。例えば、インフラ大臣となったホーファー自身もブルッシェ

ンシャフトの名誉メンバーであるが、彼に近く、同様にブルッシェンシャフ

トのメンバーであるヘルヴィク・ゲートショーバー（Herwig Götschober）

は、反ユダヤ主義的な楽曲集の作成に関与していたほか、2009年にはウィー

ン中央墓地で、ネオナチの集団に混じってナチスの英雄の墓の前で行進をし

ていた。さらに、その上司であるルネ・シマーネク（René Schmanek）も、

1980年代後半までネオナチ組織で活動していた経歴を持っており、ホー

ファーがインフラ大臣となったのちには、彼の大臣官房長に就任するなどし

ている49。このブルッシェンシャフト出身者について『アウラ』は、2018年

3月の論説で次のようにさえ述べている。「現在、第三陣営、とりわけブルッ

シェンシャフト出身の政府高官候補者は、やりきれぬ（peinlich）質問を受

けさせられている。それは、オーストリアを国家的ナツィオーン（Staats-

nation）と見ているか、民族的ナツィオーン（Volksnation）と見ているかと

いう不合理な質問があるからだ。ナショナルな自由主義的撃剣組合の学生

（nationalfreiheitlicher Waffenstudent）として後者を肯定することは自己否

定に等しい。なぜならば、オーストリア人は独自の民族ではないからである」

と50。すなわち、政権参加後も FPÖ に近い立場からはオーストリア人はド

イツ民族の一部であるという立場が表明され、ドイツナショナリズムが明確

に示されているのであった。いわば、FPÖ は自らを「ブルッシェンシャフ

トの伝統的な代弁者」として自己理解しており、彼らは「ドイツナショナル

な学生組合（deutschnationale Verbindung）の議会における右腕」なのであ

る51。

しかし、FPÖ の政権参加は、党が属するドイツナショナリズム陣営の内

部に対立の火種を生み出しているとも判断される。極右主義的な立場の人物

が省庁に地位を得たとしても、実際に様々な政策を実現しようとすれば、極
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右主義的な主張のみを展開することはできない。こうして、政権党となった

際には野党時代の急進的な内容とは異なる発言や対応が必要となる。しかし、

そのような党幹部の変化と対照的に、党が新たに穏健な路線を選択したり、

急進的な発言を控えることに対して適応したくない者たちは犠牲を強いられ

ることになる。こうして、党内には重大な意見の相違が生じることになるの

であった。例えば2018年に、1945年のナチスからの解放が記念された際には、

『アウラ』でナチスの強制収容所の生存者たちについて「大量殺人者（Mas-

senmörder）」「国民の災い（Landplage）」との表現が投げつけられたことを

党が容認したことは、FPÖ が強く批判されるきっかけとなった。FPÖ はこ

れまで、『アウラ』を広告出稿などの形で資金的に支えてきたが、自身もブ

ルッシェンシャフトの出身者である国民議会議員ヴァルター・ローゼンクラ

ンツ（Walter Rosenkranz）は、今後は党が同誌に対してあらゆる資金的な

支援を行わないことを表明せざるを得なかった。こうして、政権参加後の

FPÖ は野党時代の急進的な主張からは変化が求められる状況にあったが、

オーストリア抵抗文書館（Dokumentationsarchiv des österreichischen

Widerstandes）で極右主義や同党の研究を行うアンドレアス・ペーハム

（Andreas Peham）は、FPÖ が、それまで党が立脚してきた極右主義的な

傾向から距離を置こうとすれば、政権に残りたい勢力と極右主義的な主張を

貫きたい勢力の間で、党の分裂の可能性が高まるかもしれないと予測してい

る52。

おわりに

ジャーナリストのスィーベンハールは、クルツ指導下の ÖVP が、野党時

代の FPÖ の主張である難民への厳しい態度などを取り入れていることと関

連して、次のように危機感を表現している。すなわち、FPÖ は、ブルジョ

ア陣営に属する ÖVP をその模倣者として、彼らとともに自らの思想を用い
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て民主主義を崩壊させており、オーストリアがますます西ヨーロッパ諸国の

立脚する立場から遠ざかっているのであると53。

彼は、与党も野党もいずれもがポピュリスト的な立場をとっており、各党

間でポピュリズムをめぐる競争が起きているとしている。そして、そのよう

な競争が「経済的な理由から、世界への開放性、寛容、外国人への友好的な

態度を備えていなければならないオーストリア社会を傷つけており」、「右傾

化によって複数の政治的な泉（politische Brunnen）が毒で汚染されようと

しているが、のどが渇いて死なないためには、最終的にはすべての者たちが

そこから水を飲まなければならない」とも述べている54。オーストリアにお

いては、国民の間にある人種主義や外国人敵対性は、常に政治的なはけ口を

持ってきた。それが FPÖ であり、彼らが「右翼的な怒れる市民」の声を議

会で代弁してきた。したがって、人種主義などはタブーではなかったのであっ

た55。

2017年の選挙においては、かつての SPÖ 支持層が FPÖ に投票するように

なったことが指摘された。FPÖ は、「難民危機と庇護の危機（Flüchtlings- und

Asylkrise）を追い風として、その伝統的な利益代表者である SPÖ と次第に

疎遠になってきた労働者層の大部分に存在する潜在的な不安、脅威への主観

的な感覚、社会文化的な面でのいらだち、防御への反射的作用を、新たに動

員した」のであった。そのため SPÖ の側からすれば、労働組合員を中核と

した投票者層が FPÖ へと投票するようになったことが問題として認識され

る状況にある56。

一方で、FPÖ にはその極右主義的立場に起因する問題も生じた。2018年

のニーダーエースタライヒ州議会選挙の際には、同州 FPÖ の筆頭候補で

あったウード・ラントバウアー（Udo Landbauer）が所属していたブルッシェ

ンシャフトの歌集に、反ユダヤ主義的な内容が記されていた。そのため、選

挙後に彼は党の立場も含めて政治的な役職を一時的に辞任した。しかし、『ア
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ウラ』は、「どのようにして、出所が明らかにされていない怪しげな歌集が

現れたことのみを理由として家宅捜索を指示するに至ったのだろうか」と疑

問を呈し、事件を FPÖ への攻撃と見なして、同党を擁護する立場を明確に

示した57。

さらに、2019年には、党首シュトラーへをめぐるスキャンダル発覚し、ÖVP

との連立崩壊に至った。同年9月29日には国民議会選挙が行われた。オース

トリア内務省が発表した暫定結果（2019年10月1日付）によれば ÖVP は

37．5％を獲得して第1党となる一方で、FPÖ は得票率16．2％と惨敗した。

SPÖ は21．2％にとどまったが、2017年選挙で議席を失っていた緑の党は、

一挙に13．8％を獲得して国民議会に復帰することになった58。この選挙の分

析は、また別の稿に譲るほかない。しかし、ÖVP はこれら各党のいずれか

と連立を組むことになり、クルツが再び連邦首相になるであろう。

現代のオーストリアにおいて、極右思想が政治的に一定の位置を占めてい

ることは、2017年の国民議会選挙の結果からも見出されよう。そして、2019

年選挙では FPÖ は敗れたが、それでも16％程度の支持は得ている。もちろ

ん、国民の多くが極右思想を積極的に支持しているというわけではないと考

えられる。しかし、難民危機のような何らかの出来事を契機として FPÖ が

再び支持を拡大する可能性があることは、2000年の政権参加以降の同党の動

向をふまえれば、十分推測できる。今後のオーストリア社会が、FPÖ の極

右思想を引き続き受け入れる余地を持ち続けるのか、あるいは政治的にその

ような思想を拒否することができるのか、引き続き注視していく必要があろ

う。
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